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妊娠・出産・育児休業の取得などを巡る事業主との 

トラブルに関する「電話相談」―時間を延長して実施― 
 

妊娠・出産・育児休業などを理由とする不利益取扱いに関する相談が、雇用均等室に多く寄せられて

います。 

このため、12月17日（水）～19日（金）の3日間、通常の17時15分までの相談受付時間を19時

までに延長して、妊娠・出産・育児休業の取得などを巡る事業主とのトラブルに関する「電話相談」を

受け付けます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このようなご相談に対応します。 

● 上司から、産休・育休はとれないと言われた。 

● これまで１年契約を更新されてきたのに、妊娠を伝えたら契約更新しないと言われた。 

● 育児休業を取りたいと申し出たら、復帰後はパートになるように言われた。 

● 妊娠中体調不良で休んだら、退職を強要された。              など  

 

 

※ 「電話相談」の時間延長は、滋賀労働局、京都労働局、大阪労働局、兵庫労働局、奈良労働局、和歌山労働局が

同時に実施します。 

※ 当該期間以外については、各労働局の雇用均等室において随時相談を受け付けています。 

【受付時間8：30 ～ 17：15（土日祝、年末年始を除く）】 

  ※ 当日取材をご希望の報道関係者の方は、奈良労働局雇用均等室までご連絡ください。 

（参考資料） Ⅰ．妊娠･育休トラブルに関する相談等の状況 

       Ⅱ．奈良労働局雇用均等室に寄せられた労働者からの相談 

Ⅲ．平成２６年度（１１月現在）の紛争解決援助事例について 
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日  時 平成26年12月17日（水）～ 19日（金） 

  午前８時30分～午後７時00分 

電話番号 ０７４２ー３２ー０２１０ 

『妊娠・育休トラブル 電話相談』 

ﾎﾟｼﾞﾃｨﾌ ･゙ｱｸｼｮﾝ 

普及促進のための 

ｼﾝﾎﾞﾙﾏｰｸ「きらら」 

 

次世代認定マーク 

「くるみん」 

 



妊娠･育休トラブル  
電   話   相   談 

妊娠・出産・産休・育休などを理由とする、 
解雇、不利益な異動、減給、降格などの 
不利益な取扱いは、法律で禁止されています。 

 近畿ブロック各労働局雇用均等室（滋賀・京都・大阪・兵庫・奈良・和歌山） 

上司から、産休・育休は取れない
と言われた。 

1年契約で更新されてきたのに、 
妊娠を伝えたら、次の 
契約更新はしないと言われた。 

 育休は取れたけど、 
「戻るときはパートに 
 なってね」と言われた。 

会社の所在地の各労働局雇用均等室へご相談を！（匿名でも大丈夫です） 

滋 賀 ☎０７７-５２３-１１９０ 大津市梅林１丁目３番10号 滋賀ビル 

京 都 ☎０７５-２４１-０５０４ 京都市中京区両替町通御池上ル金吹町451 

大 阪 ☎０６-６９４１-８９４０ 大阪市中央区大手前４丁目１番67号 大阪合同庁舎第２号館 

兵 庫 ☎０７８-３６７-０８２０ 神戸市中央区東川崎町1丁目1番3号 神戸ｸﾘｽﾀﾙﾀﾜｰ15階 

奈 良 ☎０７４２-３２-０２１０ 奈良市法蓮町387番地 奈良第３地方合同庁舎 

和歌山 ☎０７３-４８８-１１７０ 和歌山市黒田2丁目3番3号 和歌山労働総合庁舎4階 

 これって 
マタハラ？？？ 
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妊娠期 産前6週間 産後8週間 
小学校 
入学 1歳 3歳 

産前・産後休業 

短時間勤務制度（所定労働時間を１日原則6時間にする制度） 

育児時間（1日2回、少なくとも各30分） 

時間外労働・深夜業等の制限、 
母性健康管理措置 
（保健指導・健康診査を受けるための時間の確保、 

医師の指導に沿った措置を受ける制度） 等 

8週間 

出産 

所定外労働（残業）の制限 

子の看護休暇（子が1人なら年5日、2人以上なら年10日） 

時間外労働の制限（1か月24時間、1年150時間）、 
深夜業の免除（午後10時～午前5時） 

※非正規雇用労働者を含め、すべて 
 の女性労働者が産前・産後休業を 
 取得できます。 

6週間 

保育所に入所できない
等の場合、1歳6か月ま
で育児休業を延長する
ことができます。 

両親共に育児休業を
した場合は、休業対
象となる子の年齢が
原則1歳までから原
則1歳2か月までに
延長されます。 
(パパ・ママ育休プラス) 

育児休業 
育児休業給付の給付割合が、休業開始後6ヶ月

につき、67%に引き上げられました！ 

●大学卒業後、22歳時に就職、28歳で第一子、31歳で第二子を出産した女性の場合。 

～妊娠・出産・育児をしながら働く女性のための制度～ 

豆知識 
～いちど退職してしまうと、生涯賃金に大きな差が出ます～ 

※非正規雇用労働者であっても、一定の要件 
 を満たせば取得できます。 
※女性は産後休業終了後から、男性は出産予 
 定日から取得できます。 

事業主に申出・請求する
ことで利用できます！ 

大卒 生涯所得 
（退職金含む） 

育児休業を１年間利用して仕事を続けた場
合（従前の給与の４割を支給したと仮定） 

2億5,737万円 

出産退職後、パート・アルバイトとして子
どもが６歳で再就職した場合 

4,913万円 

（出産） 

（退職） 

（再就職） 

パート等で復帰をしても 
正社員として継続就労して 
いた場合と所得差は歴然 出産・子育て期に 

一旦退職することで、 
所得がゼロに 

年齢 

所
得 

所
得 所

得 

出典：平成１７年国民生活白書 

遅くとも、育児休業開始予定
日の1か月前までに会社へ育
児休業申出書等を提出します。 

産休、育休期間中は保険料負担が免除されます！ 

大
き
な
差 



（参考）

Ⅰ．妊娠・育休トラブルに関する相談等の状況

Ⅱ．奈良労働局雇用均等室に寄せられた労働者からの相談

近畿ブロック 

  ６８０件 
近畿ブロック      

２９５件 

近畿ブロック 

７４件 

 近畿ブロック 

   ３３件 

１．労働者からの妊娠・出産・育児休業の取得等を理由とする不利益取り扱いの
25年度 26年度（4月～9月） 

２．妊娠・出産・育児休業の取得等を理由とする不利益取り扱いに関する紛争解決援助 

25年度 26年度（4月～9月） 

１．労働者からの妊娠・出産・育児休業の取得等を理由とする不利益取り扱いの相談 

奈良 

45件(7%)  
奈良 

19件(6%)  

奈良 

5件(15%)  
奈良 

6件(8%)  

１．男女雇用機会均等法関係 ２．育児・介護休業法関係（育児休業等） 

平成24年度   平成25年度  平成26年度（10月末） 平成24年度   平成25年度  平成26年度（10月末） 

66件 



 

Ⅲ．平成２６年度（１１月現在）の紛争解決援助事例について 

事例 1（妊娠中の体調不良を理由とする退職勧奨） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

※男女雇用機会均等法第９条第３項（妊娠・出産等を理由とする不利益取扱いの禁止） 

 

 

事例２（期間雇用者の産休・育休申出を理由とする雇い止め） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ※育児・介護休業法指針（期間雇用者の育児休業） 

労働契約の更新可能性が明示されていないときは、①雇用の継続の見込みに関する事業主の言動②同様

の地位にある他の労働者の状況③当該労働者の過去の契約の更新状況などの実態を見て判断されます。 

申立の内容   

３か月の契約期間で複数回労働契約の更新が行われた勤続４年目の女性労働者が、妊娠したこ

と及び産休・育休を取得したいことを申し出たところ、事業主から「次の契約更新はできないた

め、産後休業や育児休業の取得はできない。」と言われた。 

契約更新をしないと言われたのは今回が初めてであり、他の同様の労働契約の者は繰り返し契

約更新がされており、５年以上勤続している者もいる。 

援助の内容   

通常は更新されていた雇用契約について、妊娠したことを理由として契約更新を行わないこと

は、男女雇用機会均等法第９条第３項に該当する法違反であることを指摘し、契約更新をした上

で、産前・産後休業を取得させるよう助言。 

   また、育児・介護休業法の指針に照らして、育児休業を取得できる可能性が高い期間雇用者で

あることを助言。 

結果   

事業主は契約更新を行い、女性労働者は産前・産後休業に引き続いて、希望する期間どおりの

育児休業を取得できることとなった。 

申立の内容   

切迫早産とその他の合併症により２週間入院し休んでいたことを理由に、事業主から「いっ

たん辞めて、出産後に落ち着いてから改めて勤務した方がよいのではないか」と言われた。 

今は退院したので勤務を継続し、産前・産後休業及び育児休業を取得したい。 

  

援助の内容 

事業主に対し、切迫早産による休業は、男女雇用機会均等法第 13 条（母性健康管理の措置）

により事業主に措置義務があること、また、妊娠を起因とする退職勧奨は、同法第９条３項に

違反することを指摘し、産前・産後休業及び育児休業を取得させるよう助言。 

結果   

事業主は、申立者の体調に配慮してのことだったと主張していたが、法に不知であったため、

退職勧奨を認めた。申立者は、産前・産後休業に引き続いて、育児休業を取得できることとな

った。 

 

 


